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日

号
外

ペ
ー
ジ

一
七
三

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
機
構

法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令

二
七
139

J
J
I

一
七
四

特
定
タ
ン
カ
ー
に
係
る
特
定

賠
償
義
務
履
行
担
保
契
約
等

に
関
す
る
特
別
設
置
法
施
行

令

二
七
139

J
J
I

一
七
五

国
土
交
通
省
組
織
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
九
142

三

一
七
六

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
九
142

三

一
七
七

都
市
再
生
特
別
措
置
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令

二
九
142

三

一
七
八

都
市
再
生
特
別
措
置
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等

に
関
す
る
政
令

二
九
142

三

一
七
九

海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害

の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
九
142

四

一
八
〇

薬
事
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二
九
142

七

条

約

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

五

国
際
復
興
開
発
銀
行
協
定
の

改
正

一
三

三

六

東
南
ア
ジ
ア
に
お
け
る
友
好

協
力
条
約
を
改
正
す
る
第
三

議
定
書

二
〇
134

二

府

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

三
八

銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一
119

一

三
九

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
及
び
日
本
国
と
の
平
和
条

約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を

離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管

理
に
関
す
る
特
例
法
の
一
部

を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
施

行
に
伴
う
警
察
庁
関
係
内
閣

府
令
の
整
備
等
に
関
す
る
内

閣
府
令

一
八
131

一

四
〇

銀
行
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

二
二
136

一

四
一

消
費
者
契
約
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

二
五

二

四
二

災
害
対
策
基
本
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

二
七
139

J
J
J

四
三

内
閣
府
所
管
旅
費
取
扱
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

二
九
142

七

四
四

金
融
庁
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

二
九
142

七

四
五

消
費
者
庁
組
織
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

二
九
142

七

府

令

・
省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内
閣
府
、
総
務
省

一

特
定
電
子
メ
ー
ル
の
送
信
の

適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

二
五

二

〇
内

閣

府
、
財
務
省
、

経
済
産
業
省

三

経
済
産
業
省
・
財
務
省
・
内

閣
府
関
係
株
式
会
社
商
工
組

合
中
央
金
庫
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
命
令

一
119

三

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

七

労
働
金
庫
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

一
119

三

八

〃

二
二
136

六

〇
内
閣
府
、
農
林
水
産
省

七

農
林
中
央
金
庫
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

二
二
136

六

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

二

旅
行
業
者
等
が
旅
行
者
と
締

結
す
る
契
約
等
に
関
す
る
規

則
を
一
部
改
正
す
る
命
令

二
九
142

八

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

五
一

地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
施

行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

七

二

五
二

全
国
物
価
統
計
調
査
規
則
を

廃
止
す
る
省
令

一
五
130

二

五
三

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
八
131

二

五
四

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
九

一

五
五

携
帯
音
声
通
信
事
業
者
に
よ

る
契
約
者
等
の
本
人
確
認
等

及
び
携
帯
音
声
通
信
役
務
の

不
正
な
利
用
の
防
止
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
五

二

五
六

電
波
法
施
行
規
則
及
び
無
線

従
事
者
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
六
138

一

五
七

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
七

二

五
八

無
線
局
免
許
手
続
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
141

一

五
九

無
線
設
備
規
則
及
び
特
定
無

線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証

明
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
八
141

一

六
〇

総
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
九

二

〇
総
務
省
、
法
務
省

一

住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
第

三
十
条
の
三
十
一
及
び
出
入

国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
施

行
令
第
六
条
第
三
項
等
に
規

定
す
る
通
知
の
方
法
を
定
め

る
省
令

一
五
130

二

二

戸
籍
等
の
謄
本
等
、
登
録
原

票
の
写
し
等
又
は
戸
籍
の
附

票
の
写
し
の
交
付
の
請
求
の

受
付
及
び
引
渡
し
の
事
務
の

郵
便
局
に
お
け
る
取
扱
い
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
九

二

三

競
争
の
導
入
に
よ
る
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
改
革
に
関
す
る

法
律
第
三
十
四
条
第
二
項
に

規
定
す
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
実

施
民
間
事
業
者
の
要
件
を
定

め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
九

二

〇
総
務
省
、
経
済
産
業
省

二

特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評

価
手
続
の
結
果
の
外
国
と
の

相
互
承
認
の
実
施
に
関
す
る

法
律
第
十
四
条
第
一
項
に
規

定
す
る
指
定
調
査
機
関
を
指

定
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
五
130

二

三

青
少
年
が
安
全
に
安
心
し
て

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
で

き
る
環
境
の
整
備
等
に
関
す

る
法
律
に
基
づ
く
フ
ィ
ル
タ

リ
ン
グ
推
進
業
務
を
行
う
者

の
登
録
等
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五

二

™
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